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HTB, or TVH) in EY2013‑ EY2023 for

corporate advertising and promotional

work.

⒝ Have a track record of TV commer‑

cials in any of commercial broadcast‑

ers in Tohoku region (RAB, ATV,

ABA, TVI, IBC, MIT, IAT, ABS,

AKT, AAB, MMT, TBC, OX, KHB,

TBC, TUY, SAY, YTS, FCT, TUF,

FTV, or KFB) in EY2013‑ EY2023 for

corporate advertising and promotional

work.

⒞ Have a track record of TV commer‑

cials in any of commercial broadcast‑

ers in Niigata (TeNY, BSN, NST, or

NT21) in EY2013‑EY2023 for corporate

advertising and promotional work.

⒟ Have a track record of TV commer‑

cials in any of commercial broadcast‑

ers in Nagano (TSB, SBC, NBS, or

ABN) in EY2013‑ EY2023 for corporate

advertising and promotional work.

⒠ Have a track record of TV commer‑

cials in any of Kanto key station

(NTV, TBS, or CX) in EY2013‑ EY2023

for corporate advertising and pro‑

motional work.

 Not to have been subject to transaction

suspension measures imposed by East

Nippon Expressway Company Limited

during the period from the examination

criteria date to the date of the decision on

the bidder.

 There shall have been no funding or

personal relationships with those intend‑

ing to participate in the bidding during

the period from the examination criteria

date to the date of the decision on the bid‑

der.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 P.M. 5 July. 2023

 Time‑limit for the submission of tender :

4 : 00 P.M. 31 July. 2023

 Contact point for the notice : Yajima

Takanori, Manager of Procurement & Con‑

tract Section, Accounting & Finance De‑

partment, General Affairs & Accounting

Division, East Nippon Expressway Compa‑

ny Limited 332 Kasumigaseki, Chiyo‑
da‑ku, Tokyo 1008979 Japan. Tel. 03
35060212

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和５年６月７日
契約責任者
独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構

総務部長 本多 浩三
◎調達機関番号 558 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達案件及び数量 在日米軍従業員管理シ
ステムの再構築 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期限等
ア 従業員管理システムの再構築及び再構築
に伴うアプリケーションプログラムの移行
等に係る納入期限：令和６年９月30日
イ ハードウェアのリース・保守、ソフト
ウェアのリース・保守及びネットワーク回
線サービス提供・保守に係る履行期間：令
和６年10月１日から令和11年９月30日まで
の間

 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札の決定は、総合評価落札方
式をもって行う。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10％に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の110分の100に相当する
金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構
における契約に関する規則（平成14年駐労規
第22号。以下「契約規則」という。）第７条の
規定に該当しない者であること。

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中の「特別な事由のある場合」
に該当。
 契約規則第８条の規定に該当しない者であ
ること。
 令和04・05・06年度防衛省競争参加資格
（全省庁統一資格）のうち、「役務の提供等」
において「Ａ」等級の格付を受け、関東・甲
信越地域に競争参加資格を有すること（会社
更生法（平成14年法律第154号）に基づき更
生手続開始の申立てがなされている者又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づき
再生手続開始の申立てがなされている者につ
いては、同手続開始の決定後、再度級別の格
付を受けていること。）。
 会社更生法に基づく更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（の
再度級別の格付を受けた者を除く。）でないこ
と。
 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構
又は防衛省の機関等指名停止権者（装備品等
及び役務の調達に係る指名停止等の要領につ
いて（平成25年８月１日付防経装第10622号）
別紙の第２に規定する「機関等指名停止権者」
をいう。）から指名停止措置又は取引停止を受
けている期間中である者ではないこと。
 法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納
がないこと。
 入札説明書等の交付を受けた者であるこ
と。
 暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる
者であること。
 入札説明書に定める書類を提出した者であ
ること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1080073 東京都港区三田３1312
三田ＭＴビル６階 独立行政法人駐留軍等労
働者労務管理機構総務部会計課会計係
電話0357302165
E‑mail：haihu̲kaikei̲honbu@lmo.go.jp

 入札説明書の交付方法 本公告の日から令
和５年７月26日までの間（行政機関の休日に
関する法律（昭和63年法律第91号）第１条第
１項に規定する行政機関の休日を除く。）、原
則として電子メールにより交付する。交付を
希望する場合は、２の資格を満たすことを
証明する資格審査結果通知書のＰＤＦファイ
ルを電子メールによりに送付する。紙によ
り交付を希望する場合はにおいて、当該資
格審査結果通知書の写しと交換に交付する。
郵送又は宅配便による交付を希望する場合
は、当該資格審査結果通知書の写し及び切手
（郵便の場合）又は着払いのラベル（宅配便
の場合）を貼付した返信用の封筒を同封の上、
に送付する。電子メールあるいは郵便物の
対応により被った不利益や損害については、
一切補償しない。
 入札説明会の日時及び場所 入札説明会は
実施しない。
 入札書の受領期限 令和５年８月９日17時
00分 原則として郵送（書留郵便に限る。）又
は託送（書留郵便と同等のものに限る。）によ
りに提出する。
なお、持参による提出も認めることとする
が、持参する場合は、事前にに連絡するこ
と。ＦＡＸその他の方法による提出は認めな
い。（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和５年８月10日11
時00分 独立行政法人駐留軍等労働者労務管
理機構本部 会議室

４ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。
 契約書の作成の要否 要
 落札者の決定方法 総合評価基準書の必須
項目についての基準を全て満たした提案を行
い、契約規則第30条の規定に基づいて作成さ
れた予定価格（以下「予定価格」という。）の
制限の範囲内で入札した者の中から評価手順
書で定める評価手順等の方法をもって計算さ
れた総合評価点の最も高い者を落札者とす
る。


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